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２０２０年１０月２３日 日本鉄道労働組合連合会 

航空連合との意見交換会 

ＪＲ連合は、10 月 22 日、都内にて航空連合と産業・労働政策に

関する意見交換会を開催した。両者はコロナ禍の影響が顕在化し

て以降、繰り返し政党や国土交通省をはじめとする関係省庁に対

し、それぞれの産業の危機を訴え、支援を求める要請行動を展開し

てきた。また、連合や交運労協においても機関会議の場などで情報

発信することで、連合では第４回労働政策対話への出席、交運労協

では移動の需要を喚起する取り組みの推進など、歩調を合わせて

政策活動を展開してきた。今回の意見交換会では、各産業の置かれた状況を改めて共

有するとともに、今後、産業・労働政策をどのように深度化させていくべきか、議論

を積み重ねた。 

まず、産業政策の観点から、GoTo トラベルについて観光産業への

好影響は間違いないものの、航空を利用する距離の旅行は出控えら

れ、新幹線・在来特急を利用する距離は自家用車が使われている実

態があり、交通産業にまでは恩恵が行き渡っていないのではないか、

という課題認識を共有した。そして、GoTo トラベルの狙いが地域の

活性化にあるのであれば、地域貢献に大きな効果を発揮するビジネス出張に目を向

けるべきとして、ビジネス需要を喚起する政策活動の必要性が提起された。また、

交通産業のビジネスモデルの変革というテーマでは、ＧＷ・お盆といったピーク需

要の平準化や東京一極集中の是正といった政策を推し進めるべきであり、そのため

にも社会における理解を促すべく、国や利用者への働きかけを図っていくことが必

要との認識で一致した。 

次に、労働政策の観点では、２０２１春季

生活闘争の方針をいかに加盟単組とともに築

き上げていくか、というテーマについて意見

を交わした。双方の産業が極めて厳しい経営

状況にある一方で、離職防止や本体会社とグループ会社間の格差是正のために必要

とされる春季生活闘争の在り方など、考慮すべき要素は多々ある中で、ＪＲ連合と

しては「中期労働政策ビジョン」を軸に働き方の見直しも含めて提起していくこと

の重要性が、航空連合としては「働き方の指針」をブラッシュアップしながら加盟

組合の想いを反映していくことの重要性が、それぞれ決意として語られた。なお、

就労マッチングの例として、航空各社のＣＡが地域の魅力を発信する業務に一時的

に就く取り組みも紹介された。 

今後もＪＲ連合は、こうした産業を越えた働く仲間との連携の輪を拡げ、ＪＲ産業

そして交通運輸産業の明るい将来展望を切り拓いていく。 


